















































































































































建築基準法 68 条の 25 第 1 項によると，国土交通大臣は，指定認定機関に
型式適合の認定，認証等を行わせることができる。また，指定認定機関の行
う処分については，国土交通大臣に対して審査請求をすることができる（同
法 77 条の 53）。
国土交通大臣は，指定資格検定機関に，建築基準適合判定資格者検定の実
施に関する事務を行わせることができる。また，指定資格検定機関は，国土
交通大臣の職権（同法 5条 6項）を行うことができる（同法 5条の 2第 1項，
2項）。指定資格検定機関の処分については，国土交通大臣に審査請求をす











計量法 117 条 1 項によると，都道府県知事は，その指定する者（指定計量
証明検査機関）に，計量証明検査を行わせることができる。また，指定計量
証明検査機関の処分について不服がある者は，都道府県知事に対して審査請
求をすることができる（同法 163 条 2 項）。
計量法 20 条 1 項によると，都道府県知事又は特定市町村の長は，その指
定する者（指定定期検査機関）に定期検査を行わせることができる。指定定
期検査機関の処分について不服がある者は，都道府県知事又は特定市町村の
長に対して審査請求をすることができる（同法 163 条 2 項）。
指定試験機関（火薬取締法）27









者試験事務を行わせることができる（消防法 13 条の 5第 1項）。また，指定
試験機関が行う危険物取扱者試験事務に係る処分については，総務大臣に審




























4第 1 項），さらに，大臣への審査請求も規定されている（77 条）。これは，
指定特定設備検査機関による行政処分を想定していると解される。
特定計量証明認定機関（計量法）




受けることができる。同法 107 条 2 号の事業を行おうとする者は，都道府県
知事の登録を受けなければならないが，所定の場合この認定があると，都道
府県知事は登録をしなければならない（同法 109 条 3 号）。そして，特定計
量証明認定機関の処分に不服のある者は，経済産業大臣に審査請求ができる





れに合格したものとして検定証印（同法 72 条 1 項）が付されている特定計
量器以外の特定計量器がこれに当たる（同法 16 条 1 項 2 号イ）。同法 16 条




準に適合するときは，合格となる（同法 71 条 1 項）。
これと並んで，経済産業大臣，日本電気計器検定所又は指定検定機関が電
気計器及びこれとともに使用する変成器について行う検査（変成器付電気計






ばならず（同法 73 条 1 項），経済産業大臣，日本電気計器検定所又は指定検
定機関は，変成器付電気計器検査を行い，電気計器及びこれとともに使用さ
れる変成器が適合するときは，合格とする（同法 74 条 1 項）。
そして，指定検定機関の処分について不服がある者は，経済産業大臣に対











の技能検定員の書面による証明を付さなければならない。同法 99 条の 5第
5 項）。この卒業証明書又は修了証明書を有する者で一定のものは，運転免
































る検査を受けなければならない（浄化槽法 7条 1 項）。指定検査機関は，水
質検査を実施したときは，都道府県知事に報告しなければならない（同法 7
条 2項）とされている。そして，都道府県知事は，浄化槽管理者が 7条 1項
の規定を遵守していないと認める場合で，必要があると認めるときは，当該
浄化槽管理者に水質検査を受けるべき旨の勧告をすることができる（同法 7



























む法人で，政令で定めるものとされている（事態対処法 2条 6 号）。次に本
稿の関心であるが，政令に基づき内閣総理大臣が指定して公示するものとし















条の 4 第 3 項）。ここでは，指定管理者が公の施設の利用に関して処分を行
うことが想定されている。このような指定管理者は処分権限受任型であろう
か，それとも単独処分発給型であろうか。
























































































































































































































指定管理者（地方自治法 244 条の 2第 3項）の責任に関して，公の施設の
物的側面の瑕疵については，国賠法 2条の問題となる。指定管理者（又はそ
の職員）の過失責任については，指定管理者が処分権限受任型であれば，「公
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